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中小企業経営の類型に関する一研究
　とくに事業領域と事業動機について
加藤 孝
1．序（本研究の課題と意義）
　この小論の課題は，中小企業経営者の視点から，中小企業とは何かを明ら
かにし，その経営の諸類型とその経営課題を考えることである。
　（中小企業に関する一般的イメージとその破綻）
　今日，大方の中小企業に関する一般的イメージは，零細な小売業者や下請
企業者のような経済的弱者であり，低収益性，低賃金制，低生産性，あるい
は経営不安定を特色とするような，小規模事業者というものであろう。
　こうしたイメージが形成された基礎には中小企業政策の考え方がある。今
日の我国中小企業政策の基本的な考え方は，中小企業基本法（昭和37年制定）
に示されているが，そこでの中小企業に関する定義は，例えば製造業では，
常時雇用する従業員数が300人以下の企業と，資本金額1億円の会社または個
人形態のものが中小企業であるとしている。卸売り業や小売サービス業に対
しても，それぞれの業界事情に応じた別な量的基準が示されている。
　このような基準が採用された理由は，我国の公共政策的な立場からみた中
小企業の捉え方に基づくものであり，社会的な問題性の担い手として中小企
業を考え，その問題解決を公共の立場から推進するための対策の対象として，
規定されたものであった。その問題性は時代により変化するものではあるが，
その中心にある考え方は，公共の立場から保護育成すべき前近代的な経済主
体であるというものである。
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　しかし高度経済成長期の終わり頃から，中小企業と一括されてきたものの
中にも，社会的問題性とは関連のない企業の存在が意識されるようになって
きた。周知の様に60年代に入って，中村秀一郎によって指摘された中堅企業
の出現（注1），70年代に入って，清成忠男らによって指摘されたベンチャー
ビジネスの群生現象（注2）は，中小企業とは社会的問題性を持つ企業である
という，従来からの理解が当．てはまらないことを示したものであった。
　末松玄六や滝沢菊太郎は，こうした企業を問題性を持たない中小企業とし
て従来の問題性中小企業と区別し（注3），あるいは中小規模企業と中小企業
と言う用語を使い（注4），中小企業とは問題性中小企業であるとしたが，こ
れは従来からの量的基準から中小企業を区別したなかでの，社会的問題性の
有無による区別であって，中小企業そのものの範囲を中小企業基本法に示さ
れている常時従業員数や資本金額あるいは法人性による範囲のなかでの区別
であったことは言うまでもない。
　以上のように我国においては，中小企業を量的基準によって大企業と区別
している。しかし欧米先進国においても，こうした事情に大差がない。米国
では企業としての独立性を保持していることが要件となってはいるが，量的
基準の設定の仕方においては各国ともほぼ同様である。これは，　「中小」と
いう言葉が「大」に対する区別を意味しており，しかも社会的な視点から中
小企業を問題として意識したものである以上，当然とは言えようが，問題は
大企業と中小企業とを区別する数量的基準を何処に設定すべきかにある。国
による量的基準の違いは，その国が中小企業を如何なる視点から見るかにか
かっている。
　（中小企業経営に関する従来からの研究の視点〉
　さて，前述したように，企業規模の量的基準から中小企業と一括してみて
も，その中には一般にイメージされているような前近代的経営を特徴とする，
社会的弱者としての問題性中小企業も存在するし，小規模企業ではあるが成
長発展を目指して，収益性の高い経営を営んでいるベンチャービジネスと呼
ばれている企業もある。また，中堅企業として業界内での主導的な地位を確
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立した企業もある。量的基準から同じ中小企業と言う言葉で一括されてはい
るが，こうした違いは何によって生じたのだろうか。まったく異質の企業な
のだろうか。あるいは経営者の能力や努力の問題なのだろうか。後者だとす
れば，問題性中小企業の経営者は，如何にすれば社会的弱者の地位から脱却
し，問題性を持たない企業として発展していけるのか。中小企業経営を担当
する者にとっては，こうした諸点を明らかにすることが最も望まれているの
であり，この小論が目指す究極の課題も此処にある。
　必要な視点は，中小企業経営の内部者の視点であって，社会的な問題性を
意識的に見出そうとする外部者の視点ではない。中小企業研究の名の下で行
なわれている中小企業の特性や類型化研究の成果は，企業外部者の視点から
のものであり，そのまま中小企業経営者に当てはめても問題を混乱させるだ
けだろう。
　企業経営者の立場からの中小企業研究が，従来にも存在しなかったわけで
はない。中小企業の基本的な特徴は，資金調達力の弱体にあることが従来か
ら指摘されている。T．ペンローズは，中小企業を経営資源の不十分な企業
と捉え，もし経営資源に不足がなければ成長の可能性は無限であると説いた
（注5）。経営資源の不十分な中小企業が現実に多数が存在している理由は何
かについて，不完全競争理論や適正規模論をはじめ，多くの理論が開発され
てもきた。中小企業経営の特徴としては，小林靖雄などによって特に経営者
の重要性が高いことや，後継経営者に子弟など一族の者が就くことが非常に
多く，ここに専門の経営者能力の不十分なものが経営者としての業務に就く
ことが指摘されている（注6）。
　こうした見解は，我国の中小企業施策にも反映され，多くの論者によって
指摘されるように，中小企業の経営上の特徴である資金調達力の弱体など，
中小企業の経営資源の不足を補完する保護育成施策として具体化されていっ
た。我国の中小企業政策における基本的な視点は，中小企業を過小過多によ
り経営資源の貧困などの前近代的性格を呈している企業と捉え，その近代化
を推進するための施策として，規模利益実現の支援施策と経営資源の不足補
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完施策を中心にして展開されてきた。しかしそこでは，中小企業，特に間題　　・
性中小企業に，何処に経営資源が不十分なのかが充分に検討されていない。
中小企業を本質的に経営資源の不十分なものとし，それを保護育成施策によ
って社会的に補完し温存を図るのが，中小企業に対する国の姿勢であるかの
ように思われる。しかしこうした施策では中小企業問題の真の解決が得られ
ないことは明らかである。規模利益を得るためには企業規模の拡大が必要で
あるが，敢えてこれを行なえば過度競争を促進することになる。また何故に
過小過多なのかが分析されていない。規模拡大が困難であればこそ中小企業
なのである。
　問題は，何故に中小企業の競争力が弱体なのかである。中小企業に関する
経営研究の多くも，中小企業の内部者の視点に立った経営研究ではなく，外
部者からの視点に立ったものであったといえよう。
　（ここでの課題とこの小論の展開〉
　中小企業経営の内部者の視点とは，中小企業経営を遂行する者の視点であ
る。事業経営目的のより良い遂行という視点から，中小企業経営の現実を観
察し，分析し，判断することに役立つものでなければならない。如何なる状
態にあるのかを，他の企業との関連で異同を識別するだけでは十分でない。
何故にそうなったのか，より望ましい状態に到達するには如何にすべきか，
を示唆し得るものでなければならない。中小企業と言われるもののなかにも，
間題性中小企業もあれば，高収益を実現していたり，高成長を遂げつつある
企業もある。こうした違いが何に基づくものであるかを，中小企業経営者の
採り得る手段選択に係わらせて，説明するものであることが必要なのである。
　以上を課題として，この小論を以下のように展開していく。
　まずはじめに，中小企業の持つ経営上の本質的特性に基づいて中小企業経
営を定義する。次に，経営成果の違いを生み出している中小企業の類型化を
考える。ただ，この類型化検討においては，外部観察者の立場から見た類型
化ではなくして，中小企業の内部者の立場からの類型化を考える。具体的に
は，中小企業の企業としての基本的性格を，事業活動領域や経営者の事業動
　　　　　　　　　　　　　一4一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中小企業経営の類型に関する一研究
機に関連させて検討する。そして最後に，中小企業経営者が企業の成長発展
を志向するために採るべき企業体質近代化の方向を考えるという順序を辿る
ことにする。
2．企業特性の諸類型と中小企業の範囲
　中小企業とは何かを明らかにするための前提として，企業とは何であり，
如何にして今日のような形態に発展してきたかを，概観しておくことが必要
であろう。
　（企業形態の発展）
　企業活動とは何であり，どのように発展してきたかについて，以下のよう
に言うことができるだろう。
　一般に経済的な財の生産活動は，今日では社会的分業の形をとって行なわ
れるが，その具体的な担い手が企業である。この意味での企業は，財の生産
と共に所得の創出を行なうことが，その重要な社会的役割となっている。
　このような意味での企業活動は，技術の進歩と社会的分業の進化によって，
その効率を改善し，今日のような豊かな社会を生み出す主役となってきたが，
この中で企業自身の改善進歩があったことも無視できないであろう。
　企業で行なわれる生産活動は，はじめは生業の形で行なわれていたが，つ
いで家業の形えと発展し，それから近代的企業の形態が開発され，今日では，
これらの諸形態が併存している。生業は自己あるいは家族の労働力を主たる
元手として行なわれる生産活動であり，家族営業とも言われ，自家生産のた
めの作業が社会的分業体制の進化の下に独立の営業形態となったものである。
家業は，家族あるいは一族の範囲で調達できる資本を元手として営まれる企
業活動である。
　生業形態や家業形態での生産活動は，家族あるいは一族の生活の維持向上
を基本的な目的とする企業活動に特徴がある。生活共同体として行なわれて
いた生産活動が，社会的分業体制の進化のなかで企業化したものではあるが，
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当事者の意識が家族や一族の生活の維持という視点から進化せず，したがっ
て企業と家計とが一体化されており，厳密な経済合理性の追求という視点が
不十分であった。この意味で，前近代的な経営体であるといわれる。
　近代に入って市民社会が誕生し，資本主義が確立されたことによって，積
極的に利得を求めて献身する近代的企業が生まれてきた。この近代的企業を
特徴つけるものは，旺盛なる企業家精神の存在である。そこでは与えられた
条件の下で，出来るだけ多くの利得を得るよう経済合理的な行動が追求され
る。原材料や資本ばかりではなく，土地も人問の労働力も，企業利益増大を
目指して，経済合理的な判断の下に利用されるようになる。こうした近代的
企業の活動が，前近代的企業の行なう活動に比し効率面で勝れている事は当
然である。しかし経営者自身は，生業や家業形態と同じ所有経営者であり，
企業活動の成否は経営者個人の能力に依存することに変わりはない。
　この近代的企業が効率の追求を進めていけば，大規模経営化していくこと
は必然である。事業活動の効率的遂行には，道具や機械の使用とか，社内分
業体制の高度化が有効であり，さらには将来を予想した計画的な事業活動展
開が必要不可欠である。ここに大量の資本が必要となり，個人的な資本調達
力に依存するだけでは対応できず，社会的な資本の調達に乗り出さざるを得
なくなる。
　社会的資本の大量利用が行なわれるようになると，企業の性格は一変する。
当然の帰結として経営と所有の分離が進み，企業から個人的性格が姿を消す。
此処に至って経営者自身も，経済合理的な判断によって選任されるようにな
る。原則として企業が当面する課題に最も適合する能力を持つ経営者が選任
されるようになる。経営者能力が当面する課題の解決に適合しないようにな
ると，適任者に交替させられるような仕組みが，企業内部にビルトインされ
る。これと共に，同種の生産活動における効率面での競争力が著しく向上し，
競合する中小企業に対して強い競争力を持つ大企業が生まれてくる。
　企業形態の発展を，およそ以上のように概観することが出来よう。そして
現在は，こうした様々な段階にある企業が併存している状態にあるといえよ
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う。では，非効率的な，あるいは前近代的な中小零細な企業が，何故に現在
でも存在しているのかについては，後の事業活動の項で検討することとし，
一定の量的規模基準によって中小企業を定義すれば，その中には生業も家業
も，近代的な個人的企業も含まれるということを指摘しておこう。そしてこ
れらに共通する特徴は，経営者の個人的能力によって経営の成否が決まると
いうこと，その原因は所有者経営であることにあろう。所有経営者であるか
らこそ，十分なる経営者能力をもたなくとも経営者の地位に留まれるのであ
り，したがってその経営者の個人的能力が特に企業活動成果を左右する大き
な要因といわれるのである。
　（中小企業経営の定義と量的範囲）
　ここに，大企業と中小企業とを質的に区別する基準は，形式はともかく実
質において，個人所有者による個人経営であるか，多数所有者による法人経
営であるかにあると考えることが出来よう。個人経営となるのは所有者経営
であるからである。中小企業とは，所有者経営の企業であるということがで
きよう。
　こうした所有者経営を量的基準によって示せばどの程度の規模となるだろ
うか。経験的には従業員数にして，平均1000人程度の企業までは，所有者経
営と見て良いと考える。従業員数が1000人以下の企業の社長在任期問が平均
して20年に近いこと，そして従業員数が1000人を超す企業の社長在任期問は
平均して4～5年であるからである。
　前述した我国の中小企業基本法では，個人経営のものは全て中小企業とな
っているが，これを形式的ではなく実質的な意味に解釈すれば，誠に妥当な
中小企業の定義であるということになろう。
　こうした点から見て一般にイメージされている中小企業は，あまりにも小
零細すぎるということが出来る。
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3．事業活動領域による類型
　如何なる志向方向を持っているかは次の課題とし，ここでは中小企業の事
業活動が如何なる領域で営まれているかの分析を行なう。
　企業規模の如何を問わず，企業活動として行なわれる事業の領域には，基
本的には，従来事業活動領域と革新的事業活動領域の2つがあろう。
　（従来事業活動領域）
　現実に行なわれている企業活動の大部分は，この領域に属するものであろ
う。従来事業活動というのは，事業活動によって提供される効用が需要者に
十分理解され，かつ事業活動のノーハウがすでに確立されているものである。
すでに多くの企業によって事業活動が行なわれている。
　この従来事業領域における企業の活動は，従来業務の効率化の領域で競争
が進展する。この効率化は主として，事業規模の大型化によって促進される。
スケールメリットが働くからである。
　A．H．コールが指摘（注7）したような，従業員を雇用することによって効
率化を進めていくということは，この確立された事業領域での効率化競争に
勝ち残るための方向を辿るということを意味していよう。これは資本家的方
向の経営志向である。
　かくして徐々に大規模企業の有利性が増す。こうした規模利益をめぐる競
争についていけない中小零細な事業者が存続するためには，自己の収入や賃
金の水準を切り下げるしかない。前述した不完全競争化や適性規模の限界な
どの大規模化に対する制約もあって，中小零細企業でも存続することができ
るが，社会的には非効率な経済的弱者としての存在にならざるを得ない。そ
してまた，大規模化するということは，大量生産体制を導入し大量販売体制
をとるとV・うことであるから，その企業は事業活動を拡大することになり，
これによって競争力を失い存立基盤を弱めていく弱小な事業者が増大してい
くことも必然である。かくして過度の競争状態が生み出され，問題性中小企
業が増えていく。
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　（環境条件変動の影響と対応）
　ところで現実は，既存事業活動領域においても，需要とか供給や市場に関
する諸条件に変動がある。変化がある。事業機会そのものにも寿命がある。
事業機会の拡大期には，業界内部での競争は比較的穏やかで，企業間の競争
力格差がそれほど表面化しないが，停滞期になると競争が激化し，整理淘汰
される企業も生じてくる。
　こうした環境条件の変動や変化に対して企業は，受動期に対処しているも
のばかりではない。こうした条件変化は，従来までの事業活動体制のままで
は非効率を発生させ，あるいは事業活動上のトラブルを発生させる。従来か
らの経営活動準備や計画に，何らかの修正を必要とさせる。
　中小企業が環境変化に対応する姿勢には，以下のような様々な姿がある。
　（後追い型の対応姿勢）
　最も多く見られるのは，事業活動体制と環境条件とが乖離し，そのトラブ
ルが具体的な形をとって表面化し，問題として認識されるようになって初め
て解決に取りかかるという事後対応型の姿勢である。解決策の実施に伴うリ
スクは非常に少なくて済む。既に多くの同業者での先例があるので模倣で済
み，新たな解決策の試行ではないからである。しかし現実にトラブルが発生
しているのであるから，既に円滑な事業活動が阻害されている。こうしたタ
イプの環境適応では，常に同業者の平均的水準を下回る成果しか上げること
は出来ないであろう。平均的水準を著しく下回ったときに初めて，先進企業
の模倣による回復行動に出るのであるから，常に業界平均の水準を下回る経
営成果しか得ることが出来ないことが明白であろう。従来事業領域での中小
企業には，こうしたタイプの環境対応姿勢であるものが非常に多い。
　最近の中小企業経営の最大の課題は，人手不足であるといわれ，一部では
人手不足倒産などとも騒がれており，一部の学識経験者などから紹介されて
いる，中小企業が人手不足へ対処するための様々なヒントも，こうしたタイ
プの企業での対応策に関してのことである。つい最近にも，需要構造の変化
や技術進歩，あるいは開発途上国の追い上げ問題とか，企業城下町問題，我
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国経済構造の変化に対応しての製品転換や事業転換問題など，多くの環境条
件と中小企業経営との乖離が具体化し，それを解決するためのリストラクチ
ュアリングが喧伝されたことがあった。
　しかし，こうした事後対応型の助言は，当該中小企業の経営問題改善には
殆ど効果を持たない。これら外部的立場から行なわれる助言指導は，既存事
業領域で事後対応型の経営姿勢を採っている中小企業が当面している問題を
指摘するにとどまり，具体的な改善策を示すものとはならないからであ為。
第三者的立場からの有効な支援手段があるとすれば，具体的な改善成功事例
の詳細な紹介であり，或いはこれを促進するような同業者間の交流促進施策
であろう。
　従来事業領域における中小企業には過度競争が起き勝ちであり，かつ又環
境変化に対する姿勢の多くが事後対応型であるとすれば，こうした層の中小
企業者が低収益であるのは当然であり，それでも事業を存続しようとすれば
低賃金を余儀なくされる。それでも，経営不安定な状態から脱却することは
難しい。一般的な経済的弱者としての中小企業イメージは，こうしたタイプ
の中小企業の状況を見て形成されたものであろう。
　（先取り型の対応姿勢）
　環境変化に対応する第二の姿勢がある。環境変化の動向を読み取り，それ
によって如何なる影響を受けるかを予想し，生じるであろう経営上のトラブ
ルを排除するような，対応のための準備を計画的に行なっていくという姿勢
である。環境変化への先取り的対応を図る姿勢である。
　先取り型の対応姿勢にはリスクを伴う。まず，将来への環境条件変化の動
向を正しく予測することが出来るだろうか，そしてまた，それによって自己
企業の経営に如何なる影響を蒙るかを，正しく予想できるだろうか。それ以
上に難しいのは，予想される諸問題に対処する解決方策案を得ることであろ
う。未だ経験したことのない問題の改善策を創造しなければならないのであ
る。このような将来に関する不確実な見通しに賭けて，現実の投資を先取り
して実施することが必要となる。もちろん中小企業者は，不確実性を排除す
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るような努力を行なうだろう。現実の投資は，試行錯誤の過程で具体化して
いくことが多い。試行錯誤とは，全体的な計画的準備のための判断過程を幾
つかに分割し，前段階過程の試行を通じて情報量の増大を図り，後段階での
判断に伴う不確実性を少しづつでも減少させることを狙いとするものである。
しかし，試行錯誤の過程を如何に細分化して行なって見ても，完全なリスク
の解消は不可能であることは明らかであろう。
　しかし，先取り型対応に成功した場合の利益は大きい。業界の平均的水準
から抜きん出る可能性がある。従来事業領域の中にあっても，過度競争から
免れ，高い収益性を維持することが可能となるのである。
　高度成長期を通じての中堅企業の発生は，こうした先取り型対応姿勢の企
業の成長発展の結果であったといえよう。高度成長期には需要増大が顕著で
あり，先取り型対応策の多くは，需要増大に伴う量産体制や量販体制の確立
に重点を置かざるを得ないことになる。ここに大規模化の利益が働き，効率
のよい事業活動が可能となる。先取り型対応に成功した企業の有利性は，ま
すます大きくなる。そして業界内部での企業問格差が増大し，高度成長が終
息したときには，企業問格差はもやは乗り越えがたいまでに拡大してしまう。
やがて需要の増大が限度に近付き，或いは停滞や衰退傾向に向かうようにな
ると，業界内での競争は激化し，水準以下の企業には経営維持が困難となっ
て整理淘汰されるものも生じるようになる。
　先取り型対応の戦略には，規模利益の追求の他，不完全競争化や市場細分
化などの戦略もあろうが，大局的には大規模化の方向に向かうことを避けら
れないことは，流通業界やサービス業界におけるチェーン化の推移から見て
も明らかであろう。もちろん，全てが巨大企業に取って代られるというので
はなく，相対的に規模利益を得られる傾向が強くなり，徐々に業界の平均的
水準の大規模化が進むということである。
　このように，業界内での競争に勝ち残るために従来事業領域における中小
企業経営は，将来の環境変化に効率よく対処できるような，計画的な先取り
対応姿勢を採ることが必要なのである。後追い的な対応姿勢の企業や，先取
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り対応に失敗した企業は，業界の平均的な水準以下の効率に留まらざるをえ
ず，低収益，低賃金，或いは経営不安定な経営状態の下で陣吟せざるを得な
いことになる。
　しかし，こうした先取り型による環境変化への対応にも限界がある。当該
業界そのものの衰退が避けがたくなった場合である。現実のビジネスには，
事業そのもののライフサイクルがある。或いは新たな事業機会の開発を行な
う企業の参入がある。新たな参入が成功すると追随者や模倣者が出現し，や
がては関連する既存の事業領域と競合し，その市場を奪っていく。こうして
既存の事業活動領域には需要の増減変化が起こる。こうした業界内にあって
は，如何に先取り対応を図っても，失地を回復することが困難となる。
　こうした場合には，他に参入可能な事業領域を探索し，新たな事業領域の
開拓へと，乗り出していくことが必要となる。これが事業転換である。しか
し既に確立された多くの企業が活発に活動している業界で成功を収めるには，
少なくとも既存の平均的水準を超える経営資源の投入が必要であるから，中
小零細な企業の事業転換には，容易には乗り越えがたい障害が立ちはだかっ
ている。不十分な経営資源での参入ともなれば，水準以下での低収益，低賃
金，経営不安定な層えの参入とならざるを得ない。そこに待っているのは，
過度競争の下での平均水準以下の経営であろう。
　（革新的事業活動領域）
　しかしもうひとつの，中小企業でも参入可能な事業活動領域がある。それ
は，革新的事業活動の領域である。革新的事業活動とは，従来には存在しな
かったような事業機会を開発し開拓することであり，或いは従来までには存
在しなかったような製品や手段方法，市場や技術の開発開拓を行なって，新
たな事業活動領域を創り出すことである。
　周知のように，こうした革新的事業活動を，J．A．シュンペーターは，既
存事業活動に対する創造的破壊を行なうものと捉え，その具体的な領域とし
て，新製品の導入，新技術の利用，新市場の開拓，新組織の開発の5つをあ
げた（注8）。L．M．カーズナーも，企業者の利用できる事業環境条件は絶え
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ず変化し続けているものであるから，常に新たな事業機会が生まれつつある
ことを指摘している（注9）。こうした機会を機敏に捉え，素早く事業活動機
会として事業化していくところに，企業者利益の源泉がある。
　シュンペーターは生産者的企業者を想定し，カーズナーは商業者的企業者
を想定してはいるが，いずれも，従来には存在しなかったような新たな事業
機会の開発と開拓を行なうものとしている。シュンペーターは，こうした革
新的企業者の活動こそが資本主義経済の発展に貢献する唯一のものであると
主張した。こうした主張には批判的見解がないこともないが，革新的企業者
行動の意味や内容を理解するのに有用である。
　革新的企業者活動とは，従来には存在しなかったような，新たな事業機会
に挑戦して創りだす事業活動である。そこには既存の事業経営ノーハウが存
在していない。したがって，その実現には多くのリスクが存在する。このリ
スクは，前述の先取り型対応企業が対処しなければならないリスクとは比較
にならないくらい大きい。先取り型対応姿勢に伴うリスクは，従来から展開
してきた事業領域内でのリスクであるが，革新的事業領域でのリスクは，従
来まで全く経験したことのないリスクであるがらである。
　このような事業領域に挑戦する事業者を，F．H．ナイトは企業者と呼び，
その特徴はリスク負担者であるとした。
　未知の世界でのリスクに挑戦するのであるから，そこには一般的な形での
大規模経営の利益は存在しない。当初から大規模な投資を行なっても，失敗
する可能性が非常に大きいのであり，失敗した場合のダメージは大規模な投
資を行なったものほど大きいからである。したがって革新的事業機会に挑戦
する当初の段階では，大企業であろうと小零細企業であろうと，置かれてい
る条件は同一なのである。
　そこで，成長発展を望む野心的な中小企業者は，当然，革新的な事業機会
の開発と開拓に挑戦しようとする。こうした中から，失敗して姿を消すもの
もあり，成功して高収益を上げ大企業へと成長発展を遂げていくものもある。
そしてこうした革新的中小企業の事業活動が，経済発展の活力の源泉となっ
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ているのである。
　（中小企業層内での滞留と変動）
　以上のように，事業活動領域に着目して中小企業経営を類型化すると，既
存事業領域にあって環境変化に対し後追い的にしか対応しない企業と，既存
事業活動領域にあっても環境変化に先取り的に対応しつつある企業，および，
環境変化などによって生み生されつつある新たな事業機会に挑戦している革
新的事業活動領域にある企業とに，三分することが出来る。
　そして中小企業層の内部には，従来からの伝統的事業分野に停滞している
弱小な企業群と，その中にあって業界の平均的水準より抜きん出ることを志
向している企業，および新たな事業活動領域の開発や開拓に挑戦しつつ流動
している企業群とが混在している。問題性中小企業とは前者の事業領域に存
在する企業であり，近代的中小企業は後2者の企業であろう。そして成長発
展を求める中小企業者に相応しい事業活動領域は後者であり，就中，革新的
事業活動領域であると言えよう。
4．経営者の事業動機における類型
　事業活動領域を選択するものは経営者である。中小企業の経営者は，如何
なる理由から事業活動展開の方向を選択しているのだろうか，を次に検討し
てみよう。
　（事業活動の志向方向）
　先に述べたような問題意識から，従来から事業活動の志向方向についての
研究が行なわれてきた。事業活動の志向方向とは，事業活動を展開するに当
って経営者に採用されている具体的行動の選択原理のことである。
　たとえば田村正紀は，中小小売商業者の事業経営に関する意識を因子分析
の手法を利用して，生業志向，革新志向，成長志向，同族志向，危険負担志
向，地元志向，資本家志向などを区別し，生業志向，地元志向と，その他志
向との間には深い溝があること，その他志向のなかにも同族志向の強いもの
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と，危険負担志向の強いものがあること，さらに成長志向や他人労働力を雇
用しての拡大志向があることなどを示した（注10）。中小小売商業者における
経営者意識は，すべてが同一なのではなく，種々な志向を持つ中小小売商が
混在していることを明らかにしたのである。また中小企業事業団の中小企業
研究所でも，同様な因子分析の手法を使用して小売商業者の事業経営におけ
る志向方向を研究し，企業型志向の経営者，企業型も生業型も共に強く志向
されている準企業者型経営者，企業型にも生業型にも志向が弱い家業型経営
者，生業的志向が強い生業型経営者の4種を区別している（注11）。こうした
研究は小売商にだけ当てはまるものではなく，全ての中小企業者に当てはま
る。この他にも，同様な研究が幾度か試みられ報告されている。
　しかし，こうした研究の結果は常に多様な類型を生み出し，確立された類
型化が出来ていないように思われる。因子分析の手法に頼るかぎり分析者の
既成観念に影響されることを避けられず，採用された選択肢に応じて摘出さ
れる志向方向も多様となり，また，現在の志向方向を明らかにしても，それ
は環境条件に大きく左右されるものであるから，その分析結果から，経営者
が努力すべき望ましい方向を示唆できる筈がない。
　この小論の冒頭において，一般に中小企業と一括されている中にも生業，
家業と近代的企業の三形態が区別され，これらを特徴づけている最大のもの
は，その経営者が事業活動を通じて達成しようとしている，志向方向の違い
であるという見解を紹介したが，これとても外部の第三者から見ての類型化
であって，何が故に生業であり，家業であるのか，或いは近代的企業になっ
たのかが説明されないかぎり，そしてそのことが経営内部者にとって如何な
る意味を持つのかが説明されないかぎり，経営者にとって有効な示唆を与え
るものとはなりがたい。
　中小企業経営における志向方向の違いを指摘するだけでなく，さらにその
違いが経営内部者にとってどんな意味を持ち，そうした違いが何故に生じた
のかが，説明される必要がある。同時代人によって営まれ，同様な事業環境
の中での企業経営であるのに，異なった方向が志向されるのは何故かが究明
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されなければ，中小企業経営の望ましい成長発展を考える経営内部者の視点
からの類型化とは言い得ないであろう。
　この違いを説明する要因として私は，経営者個人の事業動機の違いを考え
ることが有効であるように思う。
　（中小企業者の事業動機〉
　ここで動機といっているのは，中小企業者を事業活動に駆り立てている精
神的な何物かである。
　何が企業者をして事業活動に駆り立てるのかについて，かつて西欧におけ
る資本主義精神の発生を研究したマックスウェーバーは，プロテスタンティズ
ムの宗教的倫理に，特にその勤勉と倹約の教えに，その根源を求めた（注12）。
明治維新以後の急速な経済発展を実現した当時の我国産業人を事業活動に駆
り立てたものは，危機感を抱かざるを得なかった当時の国際政治情勢の下で
の国家意識に淵源する富国強兵の思想であったと，J．ヒルシュマイヤーは説
明している（注13）。こうした見解に対して批判的意見も皆無ではないが，当
時の歴史的事情を説明する研究成果として高く評価されるべきものではあろ
う。
　しかし今日，中小企業者に面接してその事業動機を探るとき，これらでは
説明の付かない事情が影響していると考えざるを得ない。もっと個人的な動
機によって動かされていると思われるのである。
　多くの中小企業者に面接し，その事業動機となっているものを考えるとき．
そこには，A．H．マズローの言う人間の基本的欲求段階（注14）によく似た，
中小企業経営者の事業動機段階とも言うべきものを感じ取る事ができる。
　よく知られているように，マズローの人間の欲求段階とは，人の行動を特
定の方向への駆り立てている動機は，基礎的なものから順に，生存欲求，安
定欲求，集団（親和）欲求，自我欲求，自己実現欲求の5段階から構成され，
基礎的なものほど強い影響力を持ち，ある段階の欲求が一応の満足を得られ
ると飽和状態に達し，直近上位の段階へと移っていくと説明されている。
　これと対応するようなかたちで，今日我国の個人的企業者を事業活動に駆
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り立てている基礎にある動機は，当面の生活の資となる収入を得ることから，
安定した収入を追求すること，同業者孝の協調を重視して事業の安定を追求
すること，積極的な個人的利得の拡大や企業成長を追求すること，自己の持
つ潜在的能力の十分なる発揮を追求しているもの，などを識別することがで
きるように思われる。しかも多くの場合，ここにあげた低い次元の動機から
順次に高い次元の動機へと，発展していく経営者が見られるのである。こう
した事業動機段階は，むしろマズローの言う基本的欲求が，事業活動におけ
る動機として発現したものと理解すべきものであろう。
　なお，企業成長と共に所有者経営の特性を失い，事業活動における経営者
の事業動機の重要性が減少していく企業もないわけではない。積極的な事業
拡大段階において大量の社会的な資本を導入し，所有者経営の性格を失って
大企業に変質していく例が少なくはない。また，大企業化して所有経営者の
性格を著しく減少させたけれども，創業経営者のカリスマ性に依存して，そ
の事業革新段階の性格を留めている例も少なからず見出せる。
　（現在を生きるための事業者）
　当面の収入を得るためという段階における個人的企業者は，既存事業活動
領域での事業活動を営んでおり，環境変化に対する対応姿勢も後追い的であ
る。その事業動機の背景を探るとき，小成に安んじる態度，換言すれば僅か
な満足に甘んじてリスクを避ける態度と，事業経営に関する知識の貧しさの
ふたつを見出すことが出来る。これによって，今の営業のままでも生計を維
持できる程度の収入があれば充分であるという意識が持たれるようになって
くる。
　かつて国民金融公庫の調査部は，小売業における家族営業者について調査
し，そのうち，社会的な平均家計支出額を上回る収入を得ているものは，半
数程度に過ぎないことを報告している（注15〉。このような低収入にもかかわ
らず事業が継続されているのは何故かについて同調査報告では，他に替わる
べき生活手段がないことを指摘している。そして問題の進展と共に，副業型
の小売業に移行し，それが出来なければ生活費を切り詰めてもなお専業とし
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て生き残るが，やがては後継者を失い長期的には廃業するに至るとも述べて
いる。
’こうした営業者の大半は主婦や高齢者など，一般の雇用形態に馴染まない
労働力であり，かつまた，経営活動と私的な生活の場とが一体であって，経
済合理的判断に立った事業活動の展開が不可能な状態に置かれていることに
特徴がある。こうした意味で，前近代的経営形態である。こうした状態では
企業の成長発展を期待することは出来るはずがない。
　こうした生業者の基本的事業動機は，自分自身や家族を含めて，現在を生
きるということにだけあるように思われる。マズローの基本的欲求における
当面の収入獲得欲求の発現と見ることが出来よう。この意味で，まさに生業
者である。
　（生活の安定を求める事業者〉
　安定した収入を追求する段階や，同業者との協調を重視する段階は，家業
者に強く見られる特徴である。現在の安定した収入の確保を可能にしている
幾許かの資産がある。企業財産もその一つである。これを安全に維持するこ
とが，最も重要な収入の安定的確保の手段であるという認識を持っている。
　したがって従来までの事業活動形態を変化させることには極力慎重な態度
をとり，従来事業活動領域に固執するものが多く，かつ先取り的な環境変化
への対応も充分でない。企業利益は個人財産の増加分と意識し，企業は個人
的財産であるから子弟に相続させるべきものという意識を持つ。そこには小
成に安んずる安易な精神と共に，同業者と競争したり，リスクに挑戦したり
することに対する不安をも，感じとれる。したがって経済合理性に立脚した
企業家活動には消極的である。この意味で，前近代的企業のもう一つのタイ
プを構成する。
　こうした家業的経営者の意識の根底には，自分自身や家族の生活の安定を
求めるという動機が強く働いているように思われる。これはマズローの安定
欲求や集団（親和）欲求の発現と見ることが出来よう。
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　（積極的な利得拡大と企業成長を求める事業者〉
　積極的な利得拡大や企業成長を追求している中小企業者もあり，自己の夢
の実現を追求していると思われる中小企業者もある。中堅企業として成長し
たものは，こうしたタイプの中小企業者であったし，ベンチャービジネスと
呼ばれているものも，新たな事業機会開発に挑戦した，こうしたタイプの中
小企業者によって創業されたものである。時として，事業経営を通じての利
得の拡大や企業成長に献身することが，人生の目的であるかのように行動し
ている中小企業者もある。
　一般に，近代的企業者と呼ばれているものは，このタイプの中小企業者で
ある。しかし事業活動領域や経営理念が近代的であるというわけではなく，
経済合理的な業務遂行に献身するという意味で，近代的企業と呼ばれている
のである。
　このタイプの企業者は，環境変化に対しては先取り的対応を志向し，或い
はリスクを冒してでも将来への成長発展に挑戦し，個人的利得の拡大を求め
て経済合理的な判断に徹しようとしている。こうした志向の結果として，自
然資源も，社会的資源も，同業者も取引相手も，従業員さえも，自己の利益
増大や企業成長のために利用すべき部品であり歯車であるかのように意識し，
取り扱うような方向にも進み勝ちである。企業は利己的目的を達成するため
の自己の道具であり，社会は弱肉強食の利益共同体であるという認識を持つ
ようにもなる。
　こうした経営者には，事業経営に関する知識は概して豊富であり，さらに
機敏なる観察力とか，成功に対する自信，強い攻撃的態度や達成意欲などの
性格的特徴を持つ者が多い。合理的な目的達成手段の選択や，その手段実行
能力に勝れているものが多いのである。従業員や取引先を搾取するなど，な
りふり構わず利得の増大を求めて狂奔する者もある。
　如何なる領域での事業活動を行なっているかを見ると，従来事業活動領域
にあっても先取り的な環境変化への対応姿勢を採っていること，革新的な事
業活動領域での事業展開を志向していることを，特徴としている。中小企業
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の特性といわれる小回り性を生かして機敏に振舞っている。
　しかし，社会的な企業の役割遂行という視点での，有効な生産活動に従事
しているものばかりではなく，利得が得られれば社会的には無意味な活動も
行ない，時には反社会的な行動にさえ走ることもある。こうした経営者の内
面には，実業家と共に虚業家が同居していると言えよう。虚業的な事業活動
を展開していれば，いつかは社会的に排除される日が必ず来るであろう。
　さらにまた，従業員の勤労意識も変化しつつある。生き甲斐のある職場を
求めて従業員の移動も激しくなりつつある。こうした事態に適応するような，
経営理念の近代化が必要となりつつあるのが，現在である。自己中心的な企
業運営も，いずれは通じない時代になって来よう。
　このタイプの企業者の事業動機は，旺盛なる自我欲求に基礎を置いている
ように思われる。攻撃的な知的能力と，利己的な自我意識に支えられている
と言うことも出来よう。
　なお，こうした中小企業者にも，老齢化と共に次第に革新的能力を失い，
保守的な事業展開を志向するようになり，やがては家業的経営者へと転落し
ていくケースも多く見られるところである。
　（自己実現的な事業者）
　ここでいう自己実現的とは，A．マズローの言う自己実現欲求の段階にある
と言う意味である。人は本能的に，生き甲斐の感じられる生き方を求めてい
る。マズローの説く自己実現とは，このために各人が潜在的能力を開発し，
それを発現させるよう行動することであり，その具体的な方向は，自他の統
一であり，外界との一体化であった。
　所有経営者の中にも，自己中心的な利得拡大という視点から離れて，社会
の一構成要素として，或いは世界の一構成要素として自己を認識し，事業活
動の方向を社会全体との調和や貢献という視点から選択している者がある。
　具体的には，国全体，或いは地域全体としての経済発展のために，或いは
社会福祉の向上のために，豊かな社会を確立するためになど，社会や世界へ
の貢献を意識した企業運営を志向している。事業環境を構成する他者を自己
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が利用すべき物であり道具であるという意識ではない。その事業活動領域も，
社会的な必要に応えての革新的事業活動領域が多い。それも表面的な顕在し
ている需要に対してではなく，潜在している需要に対して有用な財を開発し，
その事業化に挑戦するというものが多い。
　こうした企業経営者は自己実現的な事業動機を持っていると言うことが出
来よう。
　こうした自己実現的な事業動機を持つ中小企業者にも，多様な段階がある。
企業は経営者や従業員などの運命共同体であり，従業員は経営者にとっての
同志であるという見方をもつ経営者がある。企業は従業員全員が潜在能力を
伸ばし，その生き甲斐を実現するための場であるという認識を持つ経営者も
ある。事業活動とは，企業が社会的役割を果たすための制度体であるという
認識を持つ経営者もいる。
　何れにしても，こうした理想の実現に向かっての企業行動や，人間的な組
織を持つ経営体の確立は，大企業には出来ない中小企業の特権である。こう
した企業運営こそ，中小企業の経営者能力の不足を補完し，大企業には真似
の出来ない勝れた経営体の確立を可能とするであろう。
　さて，こうした経営者の特徴のひとつは，旺盛なる企業家精神の持ち主で
あり，近代的な事業経営技法を駆使し，そして多くの事業に成功してきた経
営者に多いことである。しかも，こうした事業動機を持った経営者であった
からこそ，成功したというのではなくして，成功してきたからこそ，こうし
た事業動機へと発展したのだと見られる場合が多いことである。事業の成功
経験を重ねると共に，経営者の事業動機も進化していくことを感じとれる。
　もうひとつの特徴は，広い視野を持ち高い視点に立って判断し，しかも独
自の経営哲学や経営理念を持つ者が多いということである。しかもその基礎
には，勝れた世界観が存在している。或いは宗教的な信念，体験に基づく豊
かな人間性に支えられている。
　こうした自己実現欲求に基礎を置く近代的企業者が，強い自我欲求に基づ
く近代的事業者と異なるところは，個人的利得や個人的な夢の実現を求めて
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事業活動に献身しているのではなくして，人間の豊かな生活を支える社会的
な生産活動の担い手であり，関係者の所得を創出し適正な配分を行なうこと
が，企業の社会的役割であるという信念を持っていることにある。
　もっとも，自我欲求段階の事業者が，ホンネとしては個人的利得の拡大を
目的とし，或いは個人的な夢の達成を目的としていても，タテマエとして社
会への貢献とか消費者への奉仕を企業目的として標榜している例も多い。し
かしこれらは，露骨な利己的意図を糊塗し，それが社会との間に摩擦を起こ
すことを回避するための手段として掲げているものである。自己実現的な事
業者が，ホンネとして社会への貢献を追求しているものとは大きな違いがあ
るQ
　（事業動機の高度化促進の要因〉
　以上のように，事業動機を基準として中小企業者を類型化してきたが，こ
うした諸類型の中小企業者は，それぞれが全く別個の存在なのではない。マ
ズローの基本的欲求段階に対応するかのように，低い次元から高い次元へと
連続的に存在しているものであり，しかも個別中小企業者における事業動機
段階にも成長発展が見られるのである。
　では，生業者に特徴的な「現在を生きる」という事業動機のものから，「生
活の安定」を求める家業的事業動機，「自我欲求」を経て「自己実現欲求」に
至る近代的企業者の事業動機へと，発展を促しているものは何だろうか。
　既に一部の条件について，個々の事業動機段階の説明のなかでも指摘して
きたが，これをまとめ以下の3種を指摘することが出来よう。
　第1の条件は，経済的余裕の存在である。それまでの事業活動において成
功を収め，リスクに挑戦する経済的余裕を持っているか否かである。企業活
動というものは，将来の生産活動を事前に準備することによって効率的に行
なわれるものである以上，これには疑問の余地はあるまい。この投資を賄う
と共に，リスクに耐えられる経済的余裕を持つことが必要なのである。第2
の条件は，リスクに挑戦して成功を収め得る経営者能力を持つことであり，
その自信を持つことである。そのためには，近代的事業経営の遂行に関する
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現実的な情報や諸知識も必要であるが，加えて機敏な観察力や想像力などの
基礎的な知的能力と共に，強い達成意欲のような性格的な資質の裏付けも必
要であろう。第3の条件は，企業の社会的役割の認識である。社会の期待と
乖離した事業活動展開では，いずれは排除されることになるのは必然であろ
う。
　生業者には先ずもって経済的余裕がない。能力的な自信もない。ここに惨
めな経営状態に留まらざるを得ない最大の原因があろう。家業者には，リス
クに挑戦する能力上の自信がない。ここに前近代的な経営に沈滞している最
大の原因があろう。そして自我意識によって利己的な事業活動に狂奔してい
る近代的中小企業には，社会的な企業の役割や責任の理解が充分でない。こ
こに事業活動の成功と共に反社会的な事業運営に走り勝となる最大の原因が
あろう。
　このように，経済的余裕を持てるようになると生業者は家業者へと発展す
ることが出来，家業者がリスクに挑戦する革新的企業者能力を身につけると
近代的中小企業者へと発展することが出来る。近代的中小企業者が企業の社
会的役割や責任を理解するようになったとき，自己実現欲求に根ざす真に近
代的と言える最も望ましい中小企業者へと発展を遂げると考えられる。
5．結 び
　この小論の課題は，現在我国に存在する様々な中小企業経営のなかから，
活発な事業活動を展開し，我国経済の発展に積極的に貢献しているものを探
しだし，その経営上の特徴を明らかにすることであった。
　以下において，この小論で明らかにし得た中小企業経営の諸類型とその意
味，およびそれが意味するものを指摘する。
　冒頭に紹介したような一般的な中小企業イメージは，経営上の特性から見
た中小企業一般のものではない。前近代的な中小企業についてのものであり，
経済的弱者としての間題性中小企業のものである。こうした問題性中小企業
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にだけ絞ってその実態を分析しても，積極的に経済発展に貢献している多く
の中小企業が脱落してしまう。これから我国中小企業の経営の発展方向を見
出すことは不可能であろう。現実の中小企業には，もっと逞しい存在のもの
も含まれている。
　この小論では，中小企業とは経営者の個人的能力に依存して経営されてい
るもの，つまり所有者経営の企業であると定義し，そのなかでの，様々な中
小企業経営の類型を検討した。一般に言われているような，生業や家業とい
われる間題性中小企業に欠けている経済合理的な活動能力の具体的な内容は
何かを掘り下げた。そしてベンチャービジネスとか中堅企業といわれる企業
も含め，高収益，高賃金，経営の安定を実現し，成長発展を遂げている中小
企業は，何によって問題性から脱却しているのかを究明した。
　結論は，まず事業活動領域の違いによるということである。成長発展型の
中小企業は，その企業規模に相応しい，かつ過度の競争状態を避けて，事業
活動領域を選んでいるということであった。具体的には革新的事業活動領域
であり，或いは十分な大規模経営の利益が確立する以前において先取り的な
環境変化への対応を行ない，同業者に先駆けて経営資源の確立を図っている
ということである。
　生業者とか家業者といわれる問題性企業の特徴は，従来型の既存事業活動
領域のなかにあって，後追い的な環境対応に終始していることである。この
ような経営姿勢では，永久に問題性中小企業の境遇から脱却できないだろう。
　環境変化に先取り的に対応し，さらには新たな事業活動領域の開発・開拓
活動を行なっているか否かが，問題性中小企業と成長発展する近代的中小企
業とを分けている最大の要因であると思われる。しかし，先取り型対応や新
事業機会への挑戦には，リスクがある。あえてリスクに挑戦できる経営者で
あることが必要である。
　この事業態度の違いを生み出している要因を考えていくと，事業動機によ
る経営者類型に辿りつく。中小企業経営者の事業動機は，A．マズローの説く
基本的欲求段階の，事業活動における具体的な発現と見ることが出来るが，
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中小企業経営者が如何なる事業動機段階に立つのかを左右している条件は，
経営者自身のリスクに関する認識状況とその対応能力に関する自信の程度で
ある。
　したがって問題性中小企業者が低収益，低生産性，低賃金や経営の不安定
から脱却し，経営の維持や成長を可能とする道は，過度競争状態となり勝ち
な前近代的企業者層から抜け出し，事業活動における卓越性や独自性を確立
することであり，このためには事業動機の高度化を含む自分自身の経営者能
力の向上を図り，先取り対応や新事業機会へ挑戦する積極的な事業活動展開
に挑戦することであろう。小零細規模企業の段階では，経営者自身の能力向
上によって，また企業規模が拡大し組織的な活動展開が必要となるに従い，
社内人材の育成や社内風土の醸成を行なって，先取り対応や新事業機会の開
発に挑戦できる能力の確立が不可欠である。
　また，如何なる企業規模であろうと，経営者は近代的な経営理念を体得す
る努力を怠ってはならないだろう。自己中心の利得拡大に終始する事業活動
の展開では，やがては反社会的な行動へと奔り勝ちとなり，また現在，経営
として成り立ちがたい状況も生まれつつある。中小企業も企業である。現代
の企業は，社会の人々が豊かな生活を営むに必要な財の生産と，それを通じ
て人々の所得を創出するという，ふたつの役割を担っている。中小企業者も，
こうした社会的な役割を充分に認識し，それを効果的，効率的に達成するも
のでなければ，社会的に存在し得ないものであることを理解すべきであろう。
　経済的視点から行なわれる中小企業政策は，こうした中小企業の活動を阻
害する状況を排除することを課題とすべきであり，前近代的中小企業の経営
維持を支援するものであっては，事業動機の高度化や事業活動領域の近代化
が進まず，却って中小企業者の自主的な経営近代化を阻害し，その社会的役
割の遂行を妨げることになるだけだろう。
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（注）
1．中村秀一郎「中堅企業論」東洋経済新報社・昭和39年
2．清成忠男他「ベンチャービジネスー頭脳を売る小さな大企業」日本経済新聞社・
　　昭和48年
3．藤田敬三他「中小企業の本質」昭和33年・有斐閣　p307
4．滝沢菊太郎「日本工業の構造分析」1065年・春秋社　p4
5．T．ペンローズ著・末松玄六訳「会社成長の理論」昭和36年・ダイヤモンド社
6．小林靖雄稿「中小企業の経営者」加藤他編「経営体質と中小企業」所収・笑話36
　　年　同友館　p265
7．米川伸一著「経営史学」昭和52年・東洋経済新報社
8．J．A。シュンペーター著・塩野谷他訳「経済発展の理論」昭和52年・岩波書店
9，1．M．カーズナー著・田島義博訳「競争と企業家精神」昭和60年・千倉書房
10．田村正紀稿「中小小売商業近代化と経営者意識」昭和54年9月・商工金融
11．中小企業事業団「経営者の意識が経営行動・経営成果に及ぼす影響について」昭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　讐　　和56年
12．安藤英治著「ウエーバー・プロテスタンテンティズムの倫理と資本主義の精神」
　　有斐閣新書　1977年
13．J．ヒルシュマイヤー著・土屋他訳　「日本における企業者精神の生成」1965年・
　　東洋経済新報社
14．A．H．マズロー著・小口忠彦訳「人間性の心理学」昭和62年・産能大出版部
15．国民金融公庫調査部「収益構造からみた家族経営の類型」国金調査月報・昭和50
　　年6月
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